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【先行調査2-1】NISTEP「科学研究のベンチマーキング」（2021）

調査の概要
 日本と諸外国の科学論文の創出状況を隔年で分析・公表。
 論文数、Top10%（Top1%）論文数、Q値（Top10%論文数／論文数）、国際共

著論文数等の指標を各国で算出・比較。

結論・示唆
 各種論文指標における日本の世界ランクは2000年代半ばから低下傾向。
 特にTop10%, Top1%論文数では大きく順位を落とし、10位、9位となっている。
 数においてもTop10%, Top1%論文数で減少傾向（分数カウントの場合）。

備考  論文指標以外で「研究力」を論じることが難しい現状も検討する必要がある。



112【先行調査2-2】 小林・福本「国立大学法人化とは何だったのか」（2021）

調査の概要  国立大学法人化やそれ以降の各種施策の経緯を整理し、課題を分析。

結論・示唆  法人化以降の各種政策は、政府による「マイクロマネジメント」と大学による「過剰適応」
を引き起こし、それが研究力低下を招いている可能性がある。

 SGU事業は、・・・、大学ランキングの上昇や大学の国際通
用性、国際競争力の強化という目標を設定しているが、そ
うした目標とは直接関係ない大量の指標や改革の目標を
細かく定め、・・・達成状況をモニタリングするという運営方
式を採用した。

 問題は、それらがSGU事業の政策目標実現にとって真に
意味があるかという点である。事業全体のロジックモデルは
まだ素朴であり、各大学の作成したロジックモデルも、単に
大量の指標を分類して並べたものにとどまっている。

 目標達成の手段やモニタリング指標であるはずの各種の
指標の達成が、現実的には各大学の目標となる。手段の
目的化とも見なせるが、政府からの資金に一定の条件群
や制約を設けることで大学改革の方向づけをしようとする、
類似の手法を採用している事業は他にもある。

 こうした運営方式は、政府によるマイクロマネジメントある
いは過剰管理の典型であり、大学組織の現場は、政府に
よる微細かつ大量の要求に応えるべく腐心することになる。

政策的なマイクロマネジメントに関する指摘 大学等による過剰適応に関する指摘
 近年、世界的に大学への業績主義資金配分が導入

される傾向（Hicks, 2021）のなかで、研究組織や
研究者たちによる経済的指標への過剰適応
（over-adaptation）や望ましくない帰結への危
惧は広く指摘されている。

 Aagaard（2015）は、ノルウェーの大学に関して、も
ともと大学等の現場の取り組みには、強い関連はない
はずの国レベルの論文データなどの指標体系が、大
学内で直接また間接的に評価やモニタリングなどに
組み込まれていることに注目している。

 また、Woelert and Mckenzie（2018）は、業績主
義資金配分に対応して大学組織で起こる制度的同
型化（institutional isomorphism）に着目してい
る。彼らは、オーストラリアで、国家レベルで導入され
た業績主義資金配分方式が、学内マネジメントの
目的で使用しないようにという政府の忠告が軽視さ
れ、大学内部で複製される現象を紹介している。

 （中略）政策や制度の設計、施行、評価において、
既に広く指摘されているような過剰適応や望ましくな
い副次的効果を、予想外の帰結として捉えるべきで
はない。※SGU事業：スーパーグローバル大学創成支援事業

（出典）一橋ビジネスレビュー 2021 AUT.「研究力の危機を乗り越える」の特集論文Iから抜粋。



113【先行調査2-3】 NISTEP「長期のインプット・アウトプットマクロデータを用いた
日本の大学の論文生産の分析」（2020）

調査の概要
 日本の論文数が停滞要因を明らかにするため、日本の大学の論文数、研究者数、研究開

発費の長期マクロデータを整備し、日本の論文数が増加している時期も含めて重回帰分析
を実施。

結論・示唆

 2000年代半ばからの日本の論文数の停滞は、以下の複合的要因による。
• 教員の研究時間割合低下に伴う研究専従換算係数を考慮した教員数の減少
(2000年代半ば～2010年頃)

• 博士課程在籍者数の減少(2010年頃以降)
• 原材料費のような直接的に研究の実施に関わる費用の減少(2010年頃以降)

重回帰分析結果に基づく全大学論文数の推計値と
実測値の比較（理工農分野、分数カウント）



114【先行調査2-4】NISTEP 「科学研究への若手研究者の参加と貢献
―日米の科学者を対象とした大規模調査を用いた実証研究―」（2013）

調査の概要
 一橋大学と米国の大学が共同で実施した、日米の研究者への大規模調査の結果を

利用。
 大学の研究チームにおける若手研究者の参加・活動・貢献について分析。

結論・示唆
• 若手研究者はシニア研究者よりも筆頭著者になりやすく、特にポスドクが筆頭著者とな
る割合はTop1%において高い。

• ポストドクターが参加している研究チームの論文は、著者数や国際化の度合などの条件
を同一にしても、高い頻度で引用されている。

若手研究者が著者全体と筆頭著者に
占める割合

若手研究者の参加と調査対象論文の被引用
数の関係

（注）著者数が 2 名以上の調査対象論文を分析対象とした。 筆頭著者の分析については、
著者が貢献度の順で記載されている調査対象論文 のみを集計対象としている 。

（注）順序化した被引用数を被
説明変数とした順序ロジスティック回
帰分析の結果。著者数が2 名以
上の調査対象論文を分析対象とし
た。エラーバーは95％信頼区間を
示している。それぞれ*(10％有意
水準), **(5％有意水準), 
***(1％有意水準)を示している。
(a)はシニア研究者を基準、(b)は
ポストドクターが著者に含まれないを
基準としている。



115【先行調査2-5】内閣府「研究資金配分と論文アウトプットの関係性の
分析結果について」（2021）

調査の概要  内閣府が構築したデータベースe-CSTIを用いて、研究者に配分された研究資金の規
模・主な財源と論文生産との間の分析を実施

結論・示唆  資金配分額が大きくなると創出される１人当たり論文数は多くなるが、資金配分額当
たりの論文数は減少の傾向。



116【先行調査2-5】内閣府「研究資金配分と論文アウトプットの関係性の
分析結果について」（2021）

研究資金獲得状況と論文輩出の関係性
（科研費50％超、総論文）

研究資金獲得状況と論文輩出の関係性
（科研費50％超、Top10%論文）

「研究力の分析に資するデータ標準化の推進に関するガイドライン」に基づき収集した予算執行データ（2018年度）、人事マスタ（2018年度）、論文マスタ（出版年が2019年の
論文、 Elsevierから購入）を利用して内閣府が作成。
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調査の概要  内閣府が構築したデータベースe-CSTIを用いて、研究者（論文著者）の属性と論文
生産との間の分析を実施。

結論・示唆

 年間の発表論文数（全論文、整数カウント）は年齢が上がるにつれて上昇し、60歳
頃を超えると下降。筆頭著者論文に限定すると、若手の頃にピークがあり、その後年齢
が上がるにつれて論文数は減少する傾向。

 性別や任期の有無といった研究者属性によって、論文数（量）や論文当たり被引用
数（質）に一定の違いがみられる。

 特に、機関の移動経験のある研究者は論文数・論文当たり被移用数が高い水準にあ
る傾向。

平均論文数（整数カウント）／年 vs 年齢

【先行調査2-6】内閣府 「研究アウトプットと研究者属性の関係性分析」（2021）

平均論文数（筆頭著者カウント）／年 vs 年齢

e-Rad に収録されている研究者データと論文データ(2008-2018年出版の論文データ。Elsevier社から購入した2019年12月時点のデータ）を利用して内閣府が作成。
出版時年齢は出版年とe-Radの生年により推定。

Scopus(2019年12月時点)を用いて作成 Scopus(2019年12月時点)を用いて作成
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平均論文数（整数カウント）／年 vs 年齢

【先行調査2-6】内閣府 「研究アウトプットと研究者属性の関係性分析」

被引用数／論文 vs 年齢

e-Rad に収録されている研究者データと論文データ(2008-2018年出版の論文データ。Elsevier社から購入した2019年12月時点のデータ）を利用して内閣府が作成。
出版時年齢は出版年とe-Radの生年により推定。

Scopus(2019年12月時点)を用いて作成 Scopus(2019年12月時点)を用いて作成

Scopus(2019年12月時点)を用いて作成 Scopus(2019年12月時点)を用いて作成
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平均論文数（整数カウント）／年 vs 年齢

【先行調査2-6】内閣府 「研究アウトプットと研究者属性の関係性分析」

被引用数／論文 vs 年齢

e-Rad に収録されている研究者データと論文データ(2008-2018年出版の論文データ。Elsevier社から購入した2019年12月時点のデータ）を利用して内閣府が作成。
出版時年齢は出版年とe-Radの生年により推定。

Scopus(2019年12月時点)を用いて作成 Scopus(2019年12月時点)を用いて作成



120【先行調査2-7】遠藤悟「NSFを中心とした米国における研究グラントを通した
資金配分システム」（2017）

調査の概要
 米独英における研究ファンディングシステムを俯瞰・比較。
 米国については、連邦政府の予算制度から、研究資金配分の手続き等についても詳し

く整理。

結論・示唆  いずれの国もデュアルサポートシステムを採用しているが、その内容は国によって大きく異
なっている。
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